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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　利用者限定のネットワークを介して提案者のプレゼンテーションの内容を評価する評価
支援システムであって、
　前記提案者のプレゼンテーションの映像に基づいて生成された対象情報を取得する取得
手段と、
　予め取得された過去の対象情報、前記過去の対象情報の評価に用いられた参照情報、及
び、前記過去の対象情報と前記参照情報との間における３段階以上の連関度が記憶された
参照データベースと、
　前記参照データベースを参照し、前記対象情報と、前記参照情報との間における３段階
以上の第１連関度を含む評価情報を取得する評価手段と、
　前記評価情報に基づき評価結果を生成し、前記評価結果を前記提案者の保有する端末に
送信する出力手段と、
　を備えること
　を特徴とする評価支援システム。
【請求項２】
　前記評価結果は、予め設定された２段階以上の評価基準から選択された第１評価を含む
こと
　を特徴とする請求項１記載の評価支援システム。
【請求項３】
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　前記出力手段は、前記提案者のプレゼンテーションの映像及び前記評価結果を、他のユ
ーザ端末に送信することを含むこと
　を特徴とする請求項１又は２記載の評価支援システム。
【請求項４】
　前記提案者のプレゼンテーションは、企業の広告を含むこと
　を特徴とする請求項１～３の何れか１項記載の評価支援システム。
【請求項５】
　前記対象情報は、人物の映像を除く情報であること
　を特徴とする請求項１～４の何れか１項記載の評価支援システム。
【請求項６】
　前記対象情報は、前記提案者の動作を含むこと
　を特徴とする請求項１～５の何れか１項記載の評価支援システム。
【請求項７】
　前記取得手段は、５秒以上１分以下における前記提案者のプレゼンテーションの映像に
基づいて生成された前記対象情報を取得すること
　を特徴とする請求項１～６の何れか１項記載の評価支援システム。
【請求項８】
　前記過去の対象情報と、前記参照情報との間の関係を新たに取得した場合には、前記関
係を前記連関度に反映させる更新手段をさらに備えること
　を特徴とする請求項１～７の何れか１項記載の評価支援システム。
【請求項９】
　利用者限定のネットワークに登録された提案者のプレゼンテーションの内容を評価する
評価支援装置であって、
　前記提案者のプレゼンテーションの映像に基づいて生成された対象情報を取得する取得
部と、
　予め取得された過去の対象情報、前記過去の対象情報の評価に用いられた参照情報、及
び、前記過去の対象情報と前記参照情報との間における３段階以上の連関度が記憶された
参照データベースと、
　前記参照データベースを参照し、前記対象情報と、前記参照情報との間における３段階
以上の第１連関度を含む評価情報を取得する評価部と、
　前記評価情報に基づき評価結果を生成し、前記評価結果を前記提案者の保有する端末に
送信する出力部と、
　を備えること
　を特徴とする評価支援装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、提案者のプレゼンテーションの内容を評価する評価支援システム及び評価支
援装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、インターネット上のサービスでは、例えばユーザ（提案者）の社会的信用に基づ
き、個人間におけるサービス等の享受を促進できる環境の開発が盛んに行われている。例
えば、提案者の社会的信用に基づいた仮想株式等を発行し、他のユーザが仮想株式等を売
買するサービス等が注目を集めている。このような分野において、提案者の社会的信用は
、他のソーシャルネットワーキングサービス（SNS: Social Networking Service）におけ
る提案者への注目度合いで評価され、例えばTwitter（登録商標）やFacebook（登録商標
）等のフォロワー数により評価される。
【０００３】
　他方、提案者に基づく仮想株式等を発行する場合、仮想株式等を売買するユーザは、主
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に提案者の将来性等を含む思想を判断基準として仮想株式等の売買を検討する。このため
、例えば他のソーシャルネットワーキングサービスにおける提案者への注目度合いが高い
場合、提案者の思想が懐疑的な場合であったとしても、提案者の社会的信用は必要以上に
高く評価される恐れがある。また、他のソーシャルネットワーキングサービスを利用して
いない提案者においては、思想が有望な場合であったとしても、提案者の社会的信用は低
く評価される恐れがある。このため、従来の評価方法では、提案者の社会的信用を適切に
評価することが難しい。
【０００４】
　提案者の社会的信用を適切に評価する方法として、提案者の思想を含むプレゼンテーシ
ョンを評価する方法が挙げられる。しかしながら、運営者等が各提案者のプレゼンテーシ
ョンを評価するには、膨大な時間と評価者の人件費とを費やす必要がある。また、評価者
毎の評価バラつきも大きくなることが想定されるため、定量的な評価が課題として挙げら
れる。
【０００５】
　この点、提案者のプレゼンテーションを評価するために、例えば特許文献１に開示され
たプレゼンテーション評価装置等が提案されている。
【０００６】
　特許文献１に開示されたプレゼンテーション評価装置では、プレゼンテーションが開始
されると、スライドを表示する。そして、前記視線方向検知装置により検知された視線の
評価を加算する。そして、この装置は、各ページをめくるタイミングをチェックする。こ
の結果を受けて、ページをめくるタイミングとアジェンダから抽出された時間との比較を
行う。その結果、大きなずれが発生している場合には、プレゼンテーション画面にその旨
が分かる警告の表示を行う。例えば、予定の時間より早く次のページに進んでしまった場
合には、「早く進みました（Ｘ秒）」と表示する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００７－２１９１６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１の開示技術では、発表資料に対してどの程度の時間講演を費
やしたか等に基づく評価ができるに過ぎず、プレゼンテーションの内容を評価することが
できない。このような事情により、提案者のプレゼンテーションの内容を定量的に評価で
きることが望まれている。
【０００９】
　そこで本発明は、上述した問題点に鑑みて案出されたものであり、その目的とするとこ
ろは、提案者のプレゼンテーションの内容を定量的に評価できる評価支援システム及び評
価支援装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　第１発明に係る評価支援システムは、利用者限定のネットワークを介して提案者のプレ
ゼンテーションの内容を評価する評価支援システムであって、前記提案者のプレゼンテー
ションの映像に基づいて生成された対象情報を取得する取得手段と、予め取得された過去
の対象情報、前記過去の対象情報の評価に用いられた参照情報、及び、前記過去の対象情
報と前記参照情報との間における３段階以上の連関度が記憶された参照データベースと、
前記参照データベースを参照し、前記対象情報と、前記参照情報との間における３段階以
上の第１連関度を含む評価情報を取得する評価手段と、前記評価情報に基づき評価結果を
生成し、前記評価結果を前記提案者の保有する端末に送信する出力手段と、を備えること
を特徴とする。
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【００１１】
　第２発明に係る評価支援システムは、第１発明において、前記評価結果は、予め設定さ
れた２段階以上の評価基準から選択された第１評価を含むことを特徴とする。
【００１２】
　第３発明に係る評価支援システムは、第１発明又は第２発明において、前前記出力手段
は、前記提案者のプレゼンテーションの映像及び前記評価結果を、他のユーザ端末に送信
することを含むことを特徴とする。
【００１３】
　第４発明に係る評価支援システムは、第１発明～第３発明の何れかにおいて、前記提案
者のプレゼンテーションは、企業の広告を含むことを特徴とする。
【００１４】
　第５発明に係る評価支援システムは、第１発明～第４発明の何れかにおいて、前記対象
情報は、人物の映像を除く情報であることを特徴とする。
【００１５】
　第６発明に係る評価支援システムは、第１発明～第５発明の何れかにおいて、前記対象
情報は、前記提案者の動作を含むことを特徴とする。
【００１６】
　第７発明に係る評価支援システムは、第１発明～第６発明の何れかにおいて、前記取得
手段は、５秒以上１分以下における前記提案者のプレゼンテーションの映像に基づいて生
成された前記対象情報を取得することを特徴とする。
【００１７】
　第８発明に係る評価支援システムは、第１発明～第７発明の何れかにおいて、前記過去
の対象情報と、前記参照情報との間の関係を新たに取得した場合には、前記関係を前記連
関度に反映させる更新手段をさらに備えることを特徴とする。
【００１８】
　第９発明に係る評価支援装置は、利用者限定のネットワークに登録された提案者のプレ
ゼンテーションの内容を評価する評価支援装置であって、前記提案者のプレゼンテーショ
ンの映像に基づいて生成された対象情報を取得する取得部と、予め取得された過去の対象
情報、前記過去の対象情報の評価に用いられた参照情報、及び、前記過去の対象情報と前
記参照情報との間における３段階以上の連関度が記憶された参照データベースと、前記参
照データベースを参照し、前記対象情報と、前記参照情報との間における３段階以上の第
１連関度を含む評価情報を取得する評価部と、前記評価情報に基づき評価結果を生成し、
前記評価結果を出力する出力部と、を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　第１発明～第８発明によれば、評価手段は、参照データベースを参照し、対象情報と、
参照情報との間における第１連関度を含む評価情報を取得する。対象情報は、提案者のプ
レゼンテーションの映像に基づいて生成される。このため、提案者のプレゼンテーション
の内容に対して定量的な評価結果を取得することができる。これにより、定量的な評価結
果を提案者の社会的信用等に繋げることが可能となる。
【００２０】
　特に、第２発明によれば、評価結果は、予め設定された２段階以上の評価基準から選択
された第１評価を含む。このため、分野の異なるプレゼンテーションに対しても、共通し
た評価基準に基づいた評価結果を出力することができる。これにより、様々な分野のプレ
ゼンテーションに対して定量的な評価結果を取得することが可能となる。
【００２１】
　特に、第３発明によれば、出力手段は、提案者のプレゼンテーションの映像及び評価結
果を、他のユーザ端末に送信することを含む。このため、例えば他のユーザ端末を保有す
る他のユーザが、プレゼンテーションの公募を実施する際、評価支援システムを介して定
量的な選考の支援を実施することができる。これにより、選考者に起因する審査基準のバ
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ラつきを低減することが可能となるほか、選考に費やす人件費及び選考時間の削減を実現
することが可能となる。
【００２２】
　特に、第７発明によれば、取得手段は、５秒以上１分以下における提案者のプレゼンテ
ーションの映像に基づいて生成された対象情報を取得する。このため、データの増大を抑
制した上で、定量的な評価結果を容易に取得することが可能となる。
【００２３】
　特に、第８発明によれば、更新手段は、過去の対象情報と、参照情報との間の関係を新
たに取得した場合には、関係を連関度に反映させる。このため、連関度を容易に更新する
ことができ、評価結果の精度をさらに高めることが可能となる。
【００２４】
　第９発明によれば、評価部は、参照データベースを参照し、対象情報と、参照情報との
間における第１連関度を含む評価情報を取得する。対象情報は、提案者のプレゼンテーシ
ョンの映像に基づいて生成される。このため、提案者のプレゼンテーションの内容に対し
て定量的な評価結果を取得することができる。これにより、定量的な評価結果を提案者の
社会的信用等に繋げることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】実施形態における評価支援システムの構成例を示す模式図である。
【図２】図２（ａ）は、対象情報の一例を示す模式図であり、図２（ｂ）は、評価結果の
一例を示す模式図である。
【図３】図３（ａ）は、実施形態における評価支援装置の構成の一例を示す模式図であり
、図３（ｂ）は、実施形態における評価支援装置の機能の一例を示す模式図である。
【図４】図４は、実施形態における参照データベースの一例を示す模式図である。
【図５】図５は、実施形態における参照データベースの第１変形例を示す模式図である。
【図６】図６は、実施形態における参照データベースの第２変形例を示す模式図である。
【図７】図７は、質問情報及び回答情報の一例を示す模式図である。
【図８】図８は、実施形態における質問データベースの一例を示す模式図である。
【図９】図９は、実施形態における評価支援システムの動作の一例を示すフローチャート
である。
【図１０】図１０は、実施形態における評価支援システムの動作の第１変形例を示すフロ
ーチャートである。
【図１１】図１１は、実施形態における評価支援システムの動作の第２変形例を示すフロ
ーチャートである。
【図１２】図１２は、実施形態における質問データベースの変形例を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施形態における評価支援システムの一例について、図面を参照しなが
ら説明する。
【００２７】
　（実施形態：評価支援システム１００の構成）
　図１を参照して、実施形態における評価支援システム１００の構成の一例について説明
する。図１は、本実施形態における評価支援システム１００の全体構成を示すブロック図
である。
【００２８】
　図１に示すように、評価支援システム１００は、評価支援装置１を備える。評価支援装
置１は、例えば公衆通信網４（ネットワーク）を介して、ユーザ端末２と接続されるほか
、例えばサーバ３等と接続されてもよい。
【００２９】
　評価支援システム１００は、主に利用者限定のインターネット上のサービス（会員登録
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制のサービス）を展開するために用いられる。評価支援システム１００は、ユーザ（提案
者）のプレゼンテーションの映像に基づいて生成された対象情報Ｄに対して、定量的な評
価結果Ｒを出力することができる。このため、評価支援システム１００の管理者等は、例
えば評価結果Ｒに基づき、提案者の社会的信用を検討でき、社会的信用に応じた仮想株式
等を設定することができる。また、提案者は、例えば評価結果Ｒに基づき、プレゼンテー
ションの改善等を検討することができる。また、対象情報Ｄ及び評価結果Ｒは、インター
ネット上に公開する必要がない。このため、提案者のプレゼンテーションの内容等を非公
知の状態で評価をすることができる。また、評価支援システム１００は、評価結果Ｒを提
案者の保有するユーザ端末２に送信する。このため、提案者は、プレゼンテーションに対
する定量的な評価を把握することができる。
【００３０】
　なお、評価支援システム１００は、提案者のプレゼンテーションの映像及び評価結果Ｒ
を、他のユーザが保有する他のユーザ端末に送信することができる。このため、他のユー
ザが、プレゼンテーションの公募等を実施する際、評価支援システム１００を介して定量
的な選考の支援を実施することができる。
【００３１】
　＜評価支援装置１＞
　本実施形態における評価支援装置１は、主に評価支援システム１００の管理者等が用い
る。評価支援装置１は、対象情報Ｄを取得し、対象情報Ｄに対する評価結果Ｒを出力する
ためのものである。他のユーザや管理者等は、評価支援装置１により得られた評価結果Ｒ
に基づき、例えば提案者の社会的信用やプレゼンテーションの映像の質を検討することが
できる。
【００３２】
　評価支援装置１は、例えば図２（ａ）に示すように、ユーザ端末２により生成された対
象情報Ｄを、ユーザ端末２から取得する。対象情報Ｄは、ユーザ端末２の有するカメラ及
びマイクを用いて、提案者のプレゼンテーションの映像等に基づいて生成される。対象情
報Ｄは、例えばプレゼンデータＰ、音声データＳ、及び表情データＦの少なくとも何れか
を有する。評価支援装置１は、取得した対象情報Ｄから、必要に応じてプレゼンデータＰ
等を抽出する。
【００３３】
　プレゼンデータＰは、例えば提案者がプレゼンテーションに用いた資料の内容に関する
内容データ、及び提案者のプレゼンテーションの進め方に関する進行データの少なくとも
何れかを有する。内容データは、資料の内容をテキストデータに変換したデータを有する
ほか、例えば図やグラフ等の画像データを有してもよい。進行データは、資料毎を説明す
る進行時間や、プレゼンテーション全体の進行時間に関するデータを有する。進行データ
は、例えば資料等を用いる順番に関するデータを有する。
【００３４】
　音声データＳは、例えば提案者の発言に関する発言データ、及び提案者の口調に関する
口調データの少なくとも何れかを有する。発言データは、例えば提案者の発言をテキスト
データに変換したデータを有する。口調データは、例えば提案者の発言の速度、声量、イ
ントネーション、発言間の時間等に関するデータを有する。
【００３５】
　表情データＦは、例えば提案者の目の特徴に関する第１表情データ、及び提案者の顔全
体の特徴に関する顔データの少なくとも何れかを有する。第１表情データは、提案者の目
つき、目力、視線等の特徴に関するデータを有する。顔データは、提案者の顔色、しわ、
髪、口、鼻等体の特徴に関するデータを有する。
【００３６】
　評価支援装置１は、例えば図２（ｂ）に示すように、対象評価Ｄに対する評価結果Ｒを
生成し、ユーザ端末２に評価結果Ｒを出力する。評価結果Ｒは、例えば計画性、持続性、
将来性、プレゼン能力、推定健康値、推定年齢、及び評価価格の少なくとも何れかを有す
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る。評価結果Ｒは、各項目に対してスコアを生成するほか、コメントを生成してもよい。
【００３７】
　評価結果Ｒは、例えば計画性、持続性、将来性、プレゼン能力、推定健康値、推定年齢
、及び評価価格の少なくとも何れかを評価基準として、評価基準から選択される評価（第
１評価）を含んでもよい。この場合、評価基準は、予め２段階以上に設定することができ
、例えば０点～１００点の１０１段階等のスコア形式に設定することができる。図２（ｂ
）では、評価基準「計画性」における第１評価「○○点」が表示される。評価結果Ｒは、
各評価基準に対応するスコアを生成するほか、コメントを生成してもよい。
【００３８】
　計画性、持続性、及び将来性に関しては、主に提案者の提案内容に対する評価（例えば
評価基準）を示す。計画性は、例えば提案者の提案における計画上の抜けや漏れ等の評価
に用いることができる。持続性は、例えば提案者の提案における持続的に実現できるか等
の評価に用いることができる。将来性は、例えば提案者の提案における客観的な将来性の
評価に用いることができる。
【００３９】
　参照情報のうち、プレゼン能力、推定健康値、及び推定年齢に関しては、提案者自体に
対する評価（例えば評価基準）を示す。プレゼン能力は、例えば提案者の提案の進行や説
明の方法等の評価に用いることができる。推定健康値は、提案者の見た目から得られる健
康状態の評価に用いることができる。推定年齢は、例えば提案者の見た目から得られる推
定年齢の評価に用いることができる。
【００４０】
　図３（ａ）は、評価支援装置１の構成の一例を示す模式図である。評価支援装置１とし
て、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）等の電子機器が用いられる。評価支援装置１は、筐
体１０と、ＣＰＵ１０１と、ＲＯＭ１０２と、ＲＡＭ１０３と、記憶部１０４と、Ｉ／Ｆ
１０５～１０７とを備える。各構成１０１～１０７は、内部バス１１０により接続される
。
【００４１】
　ＣＰＵ（Central Processing Unit）１０１は、評価支援装置１全体を制御する。ＲＯ
Ｍ（Read Only Memory）１０２は、ＣＰＵ１０１の動作コードを格納する。ＲＡＭ（Rand
om Access Memory）１０３は、ＣＰＵ１０１の動作時に使用される作業領域である。記憶
部１０４は、対象情報Ｄ等の各種情報が記憶される。記憶部１０４として、例えばＨＤＤ
（Hard Disk Drive）の他、ＳＳＤ（Solid State Drive）やフロッピーディスク等のデー
タ保存装置が用いられる。なお、例えば評価支援装置１は、図示しないＧＰＵ（Graphics
 Processing Unit）を有してもよい。ＧＰＵを有することで、通常よりも高速演算処理が
可能となる。
【００４２】
　Ｉ／Ｆ１０５は、公衆通信網４を介してユーザ端末２等との各種情報の送受信を行うた
めのインターフェースである。Ｉ／Ｆ１０６は、入力部分１０８との情報の送受信を行う
ためのインターフェースである。入力部分１０８として、例えばキーボードが用いられ、
評価支援システム１００の管理者等は、入力部分１０８を介して、各種情報又は評価支援
装置１の制御コマンド等を入力する。Ｉ／Ｆ１０７は、出力部分１０９との各種情報の送
受信を行うためのインターフェースである。出力部分１０９は、記憶部１０４に保存され
た各種情報、又は評価支援装置１の処理状況等を出力する。出力部分１０９として、ディ
スプレイが用いられ、例えばタッチパネル式でもよい。
【００４３】
　図３（ｂ）は、評価支援装置１の機能の一例を示す模式図である。評価支援装置１は、
取得部１１と、評価部１２と、出力部１４と、入力部１５と、情報ＤＢ１６とを備える。
評価支援装置１は、例えば更新部１３を備えてもよい。なお、図３（ｂ）に示した機能は
、ＣＰＵ１０１が、ＲＡＭ１０３を作業領域として、記憶部１０４等に記憶されたプログ
ラムを実行することにより実現される。また、各構成１１～１６は、例えば人工知能によ
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り制御されてもよい。ここで、「人工知能」は、いかなる周知の人工知能技術に基づくも
のであってもよい。
【００４４】
　＜情報ＤＢ１６＞
　情報ＤＢ１６は、予め取得された過去の対象情報、及び過去の対象情報の評価に用いら
れた参照情報が記憶された参照データベースを含む。情報ＤＢ１６は、対象情報Ｄを評価
した評価情報が記憶されるほか、例えば評価情報に基づき評価結果Ｒを表示するフォーマ
ット、評価基準等の各種情報が記憶されたデータベースを含む。参照データベース及びデ
ータベースは、ＨＤＤやＳＳＤ等で具現化された記憶部１０４に保存される。各構成１１
～１５は、必要に応じて情報ＤＢ１６に各種情報を記憶させ、又は各種情報を取出す。
【００４５】
　参照データベースには、例えば図４に示すように、過去の対象情報と参照情報との間に
おける３段階以上の連関度が記憶される。過去の対象情報及び参照情報は、複数のデータ
を有し、それぞれ関係の度合いを示す連関度で紐づいており、例えば１０段階や５段階等
の３段階以上の関連度（図４では百分率及び線の特徴で表示）で示される。例えば、過去
の内容データに含まれる「内容Ａ」は、参照情報の計画性に含まれる「計画Ａ」との間に
おける連関度「８０％」を示し、参照情報の持続性に含まれる「持続Ａ」との間の連関度
「１０％」を示す。
【００４６】
　参照データベースは、例えば連関度を算出できるアルゴリズムを有する。参照データベ
ースとして、例えば過去の対象情報、参照情報、及び連関度に基づいて最適化された関数
（分類器）が用いられてもよい。
【００４７】
　過去の対象情報は、上述した対象情報Ｄに対応するデータを有し、例えば過去のプレゼ
ンデータ、過去の音声データ、及び過去の表情データの少なくとも何れかを有する。各デ
ータの特徴は、上述した対象情報Ｄの有する各データと同様のため、説明を省略する。
【００４８】
　参照情報は、評価結果Ｒに対応するデータを有し、例えば計画性、持続性、将来性、プ
レゼン能力、推定健康値、推定年齢、及び評価価格の少なくとも何れかを有する。参照情
報として、過去の対象情報を評価したときの結果が用いられる。各データの特徴は、上述
した評価結果Ｒの有する各データと同様のため、説明を省略する。
【００４９】
　上記のようなデータを参照情報が有することで、提案者のプレゼンテーションに対する
評価結果Ｒを生成することができる。なお、上記各データは一例であり、必要に応じて任
意に設定することができる。
【００５０】
　過去の対象情報及び参照情報は、例えば映像や音のデータ形式で参照データベースに記
憶されるほか、例えば数値、行列（ベクトル）、又はヒストグラム等のデータ形式で記憶
されてもよい。
【００５１】
　連関度は、過去の対象情報と、参照情報との関係に基づき算出される。連関度は、例え
ば機械学習を用いて算出される。機械学習には、例えば深層学習が用いられる。なお、例
えば過去のプレゼンデータ、過去の音声データ、及び過去の表情データとして用いられる
データは、予め機械学習等により加工されたデータが用いられてもよい。すなわち、過去
のプレゼンデータ、過去の音声データ、及び過去の表情データとして、事前に取得された
過去の対象情報をデータ毎に機械学習した結果が用いられてもよい。
【００５２】
　連関度は、例えば図５に示すように、過去の対象情報の有する２つ以上のデータの組み
合わせと、参照情報との間の関係に基づいて算出されてもよい。例えば、過去の対象情報
の過去の内容データに含まれる「内容Ａ」及び過去の進行データに含まれる「進行Ｂ」の
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組み合わせは、参照情報の計画性に含まれる「計画Ａ」との間における連関度「８０％」
を示し、「計画Ｂ」との間における連関度「１０％」を示す。この場合、評価結果Ｒを生
成する際、精度の向上及び選択肢の範囲を拡大させることが可能となる。
【００５３】
　なお、過去の対象情報は、例えば図６に示すように、過去の対象情報の有する各データ
及び参照情報と紐づいた中間情報を有してもよい。この場合、中間情報は、３段階以上の
類似度を介して過去のプレゼンデータ、過去の音声データ、及び過去の表情データの少な
くとも何れかと紐づけられ、連関度を介して参照情報と紐づけられている。これにより、
過去のプレゼンデータ、過去の音声データ、及び過去の表情データの少なくとも何れかを
更新、追加等を実施する場合においても、連関度を更新する必要が無い。これにより、評
価対象の変更等に伴う参照データベースの再構築に費やす時間を大幅に削減することが可
能となる。
【００５４】
　＜取得部１１＞
　取得部１１は、対象情報Ｄを取得する。取得部１１は、ユーザ端末２から対象情報Ｄを
取得するほか、例えば可搬メモリ等の記憶媒体から対象情報Ｄを取得してもよい。なお、
対象情報Ｄのデータ形式は任意であり、例えば取得部１１が任意のデータ形式に変換して
もよい。
【００５５】
　取得部１１は、例えば対象情報Ｄの有する特定のデータのみを抽出してもよく、例えば
内容データ、進行データ、音声データＳ、及び、表情データＦの少なくとも何れかを抽出
する。抽出するデータは、管理者等が任意に設定できる。
【００５６】
　＜質問部１１ａ＞
　取得部１１は、例えば質問部１１ａを有する。質問部１１ａは、対象情報Ｄに基づき、
提案者への質問情報Ｑを生成し、出力部１４を介して質問情報Ｑをユーザ端末２等に出力
する。ユーザ端末２等は、例えば図７に示すように、取得した質問情報Ｑを表示する。質
問部１１ａは、テキストデータ形式の質問情報Ｑを生成及び出力するほか、例えば音声デ
ータ形式の質問情報Ｑを生成及び出力してもよい。質問部１１ａは、例えば対象情報Ｄを
取得している途中（例えば提案者のプレゼンテーションの途中）において質問情報Ｑを生
成及び出力してもよく、例えば対象情報Ｄを取得したあと（例えば対象者のプレゼンテー
ション終了後）において質問情報Ｑを生成及び出力してもよい。質問部１１ａが質問情報
Ｑを生成及び出力する回数は、任意である。
【００５７】
　質問部１１ａは、例えば質問データベースを参照して、質問情報Ｑを生成する。質問デ
ータベースは、予め取得された過去の対象情報、及び過去の対象情報の質問に用いられた
過去の質問情報を有し、情報ＤＢ１６に記憶される。質問データベースには、例えば蓄積
された形態素等の文字列が記憶され、質問部１１ａは、質問データベースに記憶された文
字列を組み合わせて質問情報Ｑを生成してもよい。この場合、質問部１１ａは、例えばイ
ンターネット上に公開されている質問文を参照するほか、例えば対象情報Ｄと過去の対象
情報との間における類似度に基づき、質問情報Ｑを生成してもよい。
【００５８】
　質問データベースには、例えば図８に示すように、過去の対象情報と過去の質問情報と
の間における３段階以上の質問連関度が記憶される。過去の対象情報及び過去の質問情報
は、それぞれ関係の度合いを示す質問連関度で紐づいており、例えば１０段階や５段階等
の３段階以上の関連度（図８では百分率及び線の特徴で表示）で示される。例えば、過去
の内容データに含まれる「内容Ａ」は、過去の質問情報に含まれる「質問Ａ」との間にお
ける質問連関度「６０％」を示し、「質問Ｃ」との間の質問連関度「３０％」を示す。質
問部１１ａは、例えば最も高い質問連関度を有する過去の質問情報を、質問情報Ｑとして
生成及び出力する。なお、質問部１１ａが質問情報Ｑを生成する際、任意の閾値又は範囲
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における質問連関度を参照するように設定できる。
【００５９】
　質問データベースは、例えば質問連関度を算出できるアルゴリズムを有する。質問デー
タベースとして、例えば過去の対象情報、過去の質問情報、及び質問連関度に基づいて最
適化された関数（分類器）が用いられてもよい。
【００６０】
　過去の対象情報及び過去の質問情報は、例えばテキスト形式で質問データベースに記憶
されるほか、例えば数値、行列（ベクトル）、又はヒストグラム等のデータ形式で記憶さ
れてもよい。
【００６１】
　質問連関度は、過去の対象情報と、過去の質問情報との関係に基づき算出される。質問
連関度は、例えば機械学習を用いて算出される。機械学習には、例えば深層学習が用いら
れる。なお、質問データベースでは、図５に示した参照データベースと同様に、質問連関
度が、過去の対象情報の有する２つ以上のデータの組み合わせに基づいて算出されてもよ
い。
【００６２】
　＜追加部１１ｂ＞
　取得部１１は、例えば追加部１１ｂを有する。追加部１１ｂは、質問情報Ｑに対する提
案者の回答に基づく回答情報Ａを取得する。回答情報Ａは、例えば図７に示すように、ユ
ーザ端末２に表示された質問情報Ｑに対し、提案者が回答した内容に基づき生成される。
【００６３】
　追加部１１ｂは、取得された対象情報Ｄから回答情報Ａを抽出するほか、例えば対象情
報Ｄとは別の情報として回答情報Ａを取得してもよい。追加部１１ｂは、テキストデータ
形式の回答情報Ａを取得するほか、例えば音声データ形式の回答情報Ａを取得してもよい
。追加部１１ｂが回答情報Ａを取得したあと、例えば質問部１１ａは、回答情報Ａに基づ
き、再び提案者への質問情報Ｑを生成してもよい。追加部１１ｂは、例えば回答情報Ａを
対象情報Ｄの一部として取得するほか、例えば回答情報ＡをプレゼンデータＰ、音声デー
タＳ、及び表情データＦの何れかに分類してもよい。また、追加部１１ｂが回答情報Ａを
対象情報Ｄとは別の情報として取得した場合、参照データベースは、回答情報Ａに対応す
る過去の回答情報を有する。
【００６４】
　取得部１１は、対象情報Ｄに加え、例えば対象情報Ｄに記憶された対象者に関する人物
情報を取得してもよい。これにより、人物情報に対応した評価結果Ｒを出力することが可
能となる。
【００６５】
　＜評価部１２＞
　評価部１２は、対象情報Ｄと、参照情報との間における３段階以上の第１連関度を含む
評価情報を取得する。評価部１２は、記憶部１０４に保存された参照データベースを参照
して、対象情報Ｄと一致又は類似する過去の対象情報を選択し、選択された過去の面談デ
ータに紐づけられた連関度を第１連関度として算出する。このほか、評価部１２は、例え
ば参照データベースを分類器のアルゴリズム又は最適化された関数として用い、対象情報
Ｄと参照データとの間における第１連関度を算出してもよい。
【００６６】
　例えば、図４に示した参照データベースを用いる場合、対象情報Ｄの有するプレゼンデ
ータＰが、「内容Ａ」と一致又は類似するとき、参照情報の「計画Ａ」に対して「８０％
」、「持続Ａ」に対して「１０％」、「プレゼンＢ」に対して「１％」の第１連関度がそ
れぞれ算出される。また、音声データＳが、「発言Ａ」及び「発言Ｂ」と類似するときは
、例えば「発言Ａ」及び「発言Ｂ」と参照情報との間の連関度に対して任意の係数を乗算
した値が、第１連関度として算出される。また、対象情報Ｄが複数のデータを有する場合
、例えば複数のデータ毎に対応する第１連関度が算出される。
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【００６７】
　評価部１２は、第１連関度を算出したあと、対象情報Ｄ、参照情報、及び第１連関度を
含む評価情報を取得する。なお、評価部１２は、例えば図５又は図６に示した参照データ
ベースを参照して、第１連関度を算出してもよい。
【００６８】
　＜更新部１３＞
　更新部１３は、例えば過去の対象情報と、参照情報との間の関係を新たに取得した場合
には、関係を連関度に反映させる。連関度に反映させるデータとして、例えば管理者等が
新たに取得した対象情報Ｄと、対象情報Ｄの評価結果Ｒに対応する参照情報とを有する更
新データが用いられる。このほか、連関度に反映させるデータとして、例えば管理者等が
評価結果Ｒに基づいて作成した学習用データ等が用いられる。
【００６９】
　＜出力部１４＞
　出力部１４は、評価情報に基づき評価結果Ｒを生成し、評価結果Ｒを出力する。出力部
１４は、例えば評価情報の第１連関度に基づいて、対象情報Ｄに対する評価結果Ｒを生成
する。
【００７０】
　評価結果Ｒは、例えば予め設定された２段階以上の評価基準から選択された第１評価を
含む。評価基準として、上述した参照情報と同様の項目（計画性、持続性、将来性、プレ
ゼン能力、推定健康値、推定年齢等）が用いられるほか、例えば上記項目を総合した判断
基準が用いられる。評価基準は、０点～１００点等の３段階以上に設定されるほか、例え
ば「合格」及び「不合格」の２段階に設定されてもよい。評価基準は、予め管理者等に設
定されて情報ＤＢ１６に記憶される。
【００７１】
　第１評価は、評価情報に含まれる参照情報及び第１連関度に基づいて、評価基準から選
択される。第１評価は、例えば０点～１００点に設定された評価基準から選択される「○
○点」等を示し、評価情報を総合的に評価した結果として取得される。このほか、第１評
価は、例えば各参照情報に対応する評価基準毎に取得されてもよい。この場合、出力部１
４は、例えば評価情報に含まれる第１連関度を第１評価として変換し、評価結果Ｒを生成
する。
【００７２】
　出力部１４は、生成した評価結果Ｒを出力する。出力部１４は、Ｉ／Ｆ１０７を介して
出力部分１０９に評価結果Ｒを出力する。出力部１４は、例えばＩ／Ｆ１０５を介して提
案者の保有するユーザ端末２に評価結果Ｒを送信する。出力部１４は、例えば提案者のプ
レゼンテーションの映像及び評価結果Ｒを、他のユーザの保有する他のユーザ端末に送信
する。
【００７３】
　＜入力部１５＞
　入力部１５は、Ｉ／Ｆ１０５を介してユーザ端末２から送信された対象情報Ｄを受信す
るほか、例えばＩ／Ｆ１０６を介して入力部分１０８から入力された各種情報を受信する
。そのほか、入力部１５は、例えばサーバ３に記憶された対象情報Ｄ等を受信してもよい
。入力部１５は、例えば可搬メモリ等の記憶媒体を介して、対象情報Ｄ等を受信してもよ
い。入力部１５は、例えば管理者等が評価結果Ｒに基づいて作成した更新データや、連関
度を更新するために用いられる学習用データ等を受信する。
【００７４】
　＜ユーザ端末２＞
　ユーザ端末２は、評価支援システム１００を利用する提案者が保有する。ユーザ端末２
として、パーソナルコンピュータ（ＰＣ）のほか、例えばスマートフォンやタブレット端
末等の電子機器が用いられる。ユーザ端末２は、提案者のプレゼンテーションの映像を取
得するためのカメラ及びマイク、並びに取得された映像に基づいて対象情報Ｄを生成する
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生成部等を有する。なお、ユーザ端末２は、例えば上述した評価支援装置１と同等の構成
及び機能を有してもよい。すなわち、本実施形態における評価支援システム１００は、例
えば評価支援装置１の代わりにユーザ端末２を用いてもよい。ユーザ端末２は、例えばプ
レゼンテーションの公募等を実施する他のユーザが保有する端末（他のユーザ端末）を示
す。
【００７５】
　＜サーバ３＞
　サーバ３には、各種情報に関するデータ（データベース）が記憶されている。このデー
タベースには、例えば公衆通信網４を介して送られてきた情報が蓄積される。サーバ３に
は、例えば情報ＤＢ１６と同様の情報が記憶され、公衆通信網４を介して評価支援装置１
と各種情報の送受信が行われてもよい。サーバ３として、例えばネットワーク上のデータ
ベースサーバが用いられてもよい。サーバ３は、上述した記憶部１０４や情報ＤＢ１６の
代わりに用いられてもよい。
【００７６】
　＜公衆通信網４＞
　公衆通信網４（ネットワーク）は、評価支援装置１等が通信回路を介して接続されるイ
ンターネット網等である。公衆通信網４は、いわゆる光ファイバ通信網で構成されてもよ
い。また、公衆通信網４は、有線通信網には限定されず、無線通信網で実現してもよい。
【００７７】
　（実施形態：評価支援システム１００の動作）
　次に、本実施形態における評価支援システム１００の動作の一例について説明する。図
９は、本実施形態における評価支援システム１００の動作の一例を示すフローチャートで
ある。
【００７８】
　＜取得手段Ｓ１１０＞
　先ず、評価の対象となる対象情報Ｄを取得する（取得手段Ｓ１１０）。取得部１１は、
入力部１５を介して、ユーザ端末２により生成された対象情報Ｄを取得するほか、例えば
可搬メモリ等の記憶媒体を介して、対象情報Ｄを取得してもよい。取得部１１は、対象情
報Ｄに加え、例えば人物情報を取得してもよい。なお、取得部１１は、取得した対象情報
Ｄ等を情報ＤＢ１６に記憶させてもよい。
【００７９】
　例えば取得部１１は、対象情報Ｄの有する特定のデータを抽出する。この場合、取得部
１１は、抽出した各データを情報ＤＢ１６に記憶させてもよい。
【００８０】
　例えば取得部１１は、ユーザ端末２によって生成された対象情報Ｄを連続的に取得する
ほか、一定期間に記憶された各対象情報Ｄを取得してもよい。すなわち、取得部１１は、
提案者のプレゼンテーション中にリアルタイムに近い状態で、対象情報Ｄを分割して取得
するほか、提案者のプレゼンテーション終了後に、対象情報Ｄを一括して取得してもよい
。取得部１１がユーザ端末２から対象情報Ｄを取得するタイミング及び分割数は、任意で
ある。
【００８１】
　＜評価手段Ｓ１２０＞
　次に、参照データベースを参照し、対象情報Ｄと、参照情報との間の第１連関度を含む
評価情報を取得する（評価手段Ｓ１２０）。評価部１２は、取得部１１又は情報ＤＢ１６
から対象情報Ｄを取得し、情報ＤＢ１６から参照データベースを取得する。
【００８２】
　評価部１２は、参照データベースを参照することで、対象情報Ｄと、参照情報との間に
おける第１連関度を算出することができる。評価部１２は、例えば対象情報Ｄと一致、一
部一致、又は類似する過去の対象情報を選択し、選択された過去の対象情報に紐づけられ
た参照情報を選択し、選択された過去の対象情報と参照情報との間における連関度に基づ
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いて第１連関度を算出する。なお、評価部１２は、算出した第１連関度及び取得した評価
情報を情報ＤＢ１６に記憶させてもよい。
【００８３】
　評価部１２は、例えば図５に示した参照データベースを参照し、対象情報Ｄに含まれる
各データの組み合わせと、参照情報との間における第１連関度を算出してもよい。また、
評価部１２は、例えば図６に示した参照データベースを参照し、中間情報を介して第１連
関度を算出してもよい。
【００８４】
　＜出力手段Ｓ１３０＞
　次に、評価情報に基づき評価結果Ｒを生成し、評価結果Ｒを出力する（出力手段Ｓ１３
０）。出力部１４は、評価結果Ｒを提案者の保有するユーザ端末２に送信する。出力部１
４は、評価部１２又は情報ＤＢ１６から評価データを取得し、例えば情報ＤＢ１６から評
価結果Ｒを表示するフォーマットを取得してもよい。
【００８５】
　出力部１４は、評価情報に基づいて、例えばフォーマットを参照して評価結果Ｒを生成
する。評価結果Ｒは、例えば予め設定された２段階以上の評価基準から選択された第１評
価を含んでもよい。
【００８６】
　出力部１４は、例えば図２（ｂ）に示すように、評価情報に基づいて「計画性」、「持
続性」等の評価項目に対する点数（スコア）を算出する。出力部１４、例えば予め設定さ
れた２～１００段階等の評価基準から第１評価を選択する。例えば百分率で示される第１
連関度に対応する評価基準として「非常に良い：８０～１００％」、「良い：６０～７９
％」、「普通：４０～５９％」、「悪い：２０～３９％」、及び「非常に悪い：０～１９
％」の５段階が予め設定されているとき、出力部１４は、第１連関度「４５％」を取得し
た場合に「普通」を第１評価として選択する。
【００８７】
　出力部１４は、例えば情報ＤＢ１６から評価基準を取得し、評価情報に基づいて評価結
果Ｒを生成及び出力する。出力部１４は、例えば参照情報に紐づく第１連関度毎の値を点
数として算出するほか、第１連関度を組み合わせた値や平均値等を算出してもよい。出力
部１４は、例えば予め設定された閾値と、第１連関度とを比較した結果に基づき、第１評
価を選択してもよい。この場合、例えば評価基準について「８０％」を閾値とした２段階
に設定したとき、第１連関度が８０％以上の場合と８０％未満の場合との２段階のうち１
つを第１評価として選択される。出力部１４は、例えば８０％以上の第１評価のみに基づ
いて評価結果Ｒを生成及び出力してもよい。なお、閾値の条件は、任意に設定することが
できる。
【００８８】
　出力部１４は、例えば評価情報に基づいたテキストデータを選択し、評価結果Ｒのコメ
ントとして生成及び出力してもよい。この場合、テキストデータは予め参照情報又は連関
度と結び付けた状態で記憶部１０４に保存されてもよい。即ち、テキストデータは、評価
情報に含まれる参照データ及び第１連関度の少なくとも何れかに基づいて選択されてもよ
い。
【００８９】
　その後、出力部１４は、評価結果Ｒを出力する。出力部１４は、ユーザ端末２又は出力
部分１０９に評価結果Ｒを出力する。出力部１４は、例えば評価結果Ｒに加えて、提案者
のプレゼンテーションの映像を、他のユーザ端末に送信する。
【００９０】
　＜更新手段Ｓ１４０＞
　その後、例えば過去の対象情報と、参照情報との間の関係を新たに取得した場合には、
関係を連関度に反映させてもよい（更新手段Ｓ１４０）。更新部１３は、例えば管理者等
が新たに取得した更新データを取得し、連関度に反映させる。このほか、更新部１３は、
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例えば管理者が評価結果Ｒに基づいて作成した学習用データを取得し、連関度に反映させ
る。
更新部１３は、例えば機械学習を用いて連関度の算出及び更新を行い、機械学習には、例
えば深層学習が用いられる。
【００９１】
　これにより、本実施形態における評価支援システム１００の動作が終了する。なお、上
述した更新手段Ｓ１４０を実施するか否かは任意である。
【００９２】
　本実施形態によれば、評価手段Ｓ１２０は、参照データベースを参照し、対象情報Ｄと
、参照情報との間における第１連関度を含む評価情報を取得する。対象情報Ｄは、提案者
のプレゼンテーションの映像に基づいて生成される。このため、提案者のプレゼンテーシ
ョンの内容に対して定量的な評価結果Ｒを取得することができる。これにより、定量的な
評価結果Ｒを提案者の社会的信用等に繋げることが可能となる。
【００９３】
　また、本実施形態によれば、評価結果Ｒは、予め設定された２段階以上の評価から選択
された第１評価を含む。このため、分野の異なるプレゼンテーションに対しても、共通し
た評価基準に基づいた評価結果Ｒを出力することができる。これにより、様々な分野のプ
レゼンテーションに対して定量的な評価結果Ｒを取得することが可能となる。
【００９４】
　また、本実施形態によれば、出力手段Ｓ１３０は、提案者のプレゼンテーションの映像
及び評価結果Ｒを、他のユーザ端末に送信することを含む。このため、例えば他のユーザ
端末を保有する他のユーザが、プレゼンテーションの公募を実施する際、評価支援システ
ム１００を介して定量的な選考の支援を実施することができる。これにより、選考者に起
因する審査基準のバラつきを低減することが可能となるほか、選考に費やす人件費及び選
考時間の削減を実現することが可能となる。
【００９５】
　また、本実施形態によれば、取得手段Ｓ１１０は、５秒以上１分以下における提案者の
プレゼンテーションの映像に基づいて生成された対象情報Ｄを取得する。このため、デー
タの増大を抑制した上で、定量的な評価結果Ｒを容易に取得することが可能となる。
【００９６】
　また、本実施形態によれば、更新手段Ｓ１４０は、過去の対象情報と、参照情報との間
の関係を新たに取得した場合には、関係を連関度に反映させる。このため、連関度を容易
に更新することができ、評価結果Ｒの精度をさらに高めることが可能となる。
【００９７】
　（評価支援システム１００の動作の第１変形例）
　次に、図１０を参照して、本実施形態における評価支援システム１００の動作の第１変
形例について説明する。上述した動作と、第１変形例の動作との違いは、質問手段Ｓ１１
０ａと、追加手段Ｓ１１０ｂとを実施する点である。そのほかの点については、上述した
動作と同様のため、説明を適宜省略する。なお、質問手段Ｓ１１０ａ及び追加手段Ｓ１１
０ｂは、取得手段Ｓ１１０のあとに実施するほか、例えば取得手段Ｓ１１０中に実施して
もよい。
【００９８】
　＜質問手段：Ｓ１１０ａ＞
　質問手段Ｓ１１０ａは、取得された対象情報Ｄに基づき、提案者への質問情報Ｑを生成
し、質問情報Ｑを出力する。質問部１１ａは、例えば図８に示す質問データベースを参照
し、対象情報Ｄと、過去の質問情報との間における３段階以上の第１質問連関度を取得し
、過去の質問情報及び第１質問連関度に基づき質問情報Ｑを生成する。質問部１１ａは、
例えば複数の質問に対応する質問情報Ｑを生成及び出力してもよい。質問部１１ａは、例
えば生成した質問情報Ｑを情報ＤＢ１６に記憶させる。
【００９９】
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　＜追加手段：Ｓ１１０ｂ＞
　次に、追加手段Ｓ１１０ｂは、質問情報Ｑに対する提案者の回答に基づく回答情報Ａを
取得する。追加部１１ｂは、対象情報Ｄとは別の情報として回答情報Ａを取得する場合、
回答情報Ａを対象情報Ｄに追加してもよい。この場合、回答情報Ａを追加した対象情報Ｄ
を用いて評価手段Ｓ１２０を実施する。追加部１１ｂは、例えば対象情報Ｄから回答情報
Ａを抽出してもよい。この場合、追加手段Ｓ１１０ｂにおいて、取得部１１は回答情報Ａ
を含む対象情報Ｄを取得する。
【０１００】
　その後、上述した評価手段Ｓ１２０等を実施し、本実施形態における評価支援システム
１００の動作が終了する。
【０１０１】
　本実施形態における動作の第１変形例によれば、上述した動作と同様に、評価手段Ｓ１
２０は、参照データベースを参照し、対象情報Ｄと、参照情報との間における第１連関度
を含む評価情報を取得する。対象情報Ｄは、提案者のプレゼンテーションの映像に基づい
て生成される。このため、提案者のプレゼンテーションの内容に対して定量的な評価結果
Ｒを取得することができる。これにより、定量的な評価結果Ｒを提案者の社会的信用等に
繋げることが可能となる。
【０１０２】
　特に、本実施形態における動作の第１変形例によれば、質問手段Ｓ１１０ａは、提案者
への質問情報Ｑを生成し、質問情報Ｑを出力する。また、追加手段Ｓ１１０ｂは、質問情
報Ｑに対する提案者の回答に基づく回答情報Ａを取得する。このため、提案者のプレゼン
テーションに含まれる情報量が少ない場合においても、質問情報Ｑを用いて回答情報Ａを
取得することができ、情報量を補充することができる。これにより、評価結果Ｒの精度を
向上させることが可能となる。
【０１０３】
　（評価支援システム１００の動作の第２変形例）
　次に、図１１を参照して、本実施形態における評価支援システム１００の動作の第２変
形例について説明する。上述した第１変形例の動作と、第２変形例の動作との違いは、評
価手段Ｓ１２０を実施したあとに質問手段Ｓ１１０ａ及び追加手段Ｓ１１０ｂを実施し、
再び評価手段Ｓ１２０を実施する点である。そのほかの点については、上述した動作と同
様のため、説明を適宜省略する。
【０１０４】
　質問手段Ｓ１１０ａは、例えば図１２に示す質問データベースを参照し、質問情報Ｑを
生成する。図１２に示す質問データベースは、参照データベースの有する参照情報が、過
去の質問情報と質問連関度で紐づけられている点において、図８に示した質問データベー
スと相違する。すなわち、評価手段Ｓ１２０において取得された評価情報に基づいて、質
問手段Ｓ１１０ａ及び追加手段Ｓ１１０ｂを実施する。
【０１０５】
　第２変形例の動作では、追加手段Ｓ１１０ｂにおいて、取得部１１は、回答情報Ａを含
む対象情報Ｄを取得する。その後、回答情報Ａを含む対象情報Ｄに基づき評価手段Ｓ１２
０を再び実施する。
【０１０６】
　その後、上述した出力手段Ｓ１３０等を実施し、本実施形態における評価支援システム
１００の動作が終了する。
【０１０７】
　本実施形態における動作の第２変形例によれば、上述した動作と同様に、評価手段Ｓ１
２０は、参照データベースを参照し、対象情報Ｄと、参照情報との間における第１連関度
を含む評価情報を取得する。対象情報Ｄは、提案者のプレゼンテーションの映像に基づい
て生成される。このため、提案者のプレゼンテーションの内容に対して定量的な評価結果
Ｒを取得することができる。これにより、定量的な評価結果Ｒを提案者の社会的信用等に
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繋げることが可能となる。
【０１０８】
　特に、本実施形態における動作の第２変形例によれば、質問手段Ｓ１１０ａは、評価情
報を参照して質問情報Ｑを生成する。このため、評価情報に応じた質問情報Ｑを生成する
ことができる。これにより、評価結果Ｒの精度をさらに向上させることが可能となる
【０１０９】
　上述した実施形態によれば、３段階以上に設定されている連関度等（第１連関度、質問
連関度、第１質問連関度、類似度）に基づいて、対象情報Ｄを評価できる点に特徴がある
。連関度等は、例えば０～１００％までの数値で記述することができるほか、３段階以上
の数値で記述できればいかなる段階で構成されていてもよい。
【０１１０】
　このような連関度等に基づいて、対象情報Ｄに対する評価結果Ｒの候補として選ばれる
参照情報において、連関度の高い又は低い順に参照情報等（過去の質問情報、中間情報）
を表示することが可能となる。このように連関度等の順に表示することで、管理者等は提
案者に該当する可能性の高い傾向を優先的に選択することができる。他方、提案者に該当
する可能性の低い傾向も除外せずに表示できるため、管理者等は見逃すことなく選択する
ことが可能となる。
【０１１１】
　上記に加え、上述した実施形態によれば、例えば連関度等が１％のような極めて低い場
合も見逃すことなく評価することができる。連関度等が極めて低い参照情報等であっても
、僅かな兆候として繋がっていることを示しており、見逃しや誤認を抑制することが可能
となる。
【０１１２】
　また、上述した実施形態によれば、取得手段Ｓ１１０において、取得部１１は、例えば
ソーシャルネットワーキングサービスにおける提案者の注目度合いを取得してもよい。提
案者の注目度合いとして、例えばTwitter（登録商標）やFacebook（登録商標）等のフォ
ロワー数が用いられ、他のユーザとの繋がり度合いが用いられる。このため、提案者のプ
レゼンテーションの内容以外の情報を評価結果Ｒの対象とすることができる。これにより
、プレゼンテーションの分野や状況に応じて最適な評価結果Ｒを容易に生成することが可
能となる。
【０１１３】
　また、上述した実施形態によれば、提案者のプレゼンテーションは、企業の広告を含ん
でもよい。このため、プレゼンテーション内容を非公知の状態で評価することができる。
【０１１４】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、人物の映像を除く情報でもよい。こ
のため、企業の製品や創作物に対して定量的に評価をすることができる。
【０１１５】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、提案者の動作を含む。このため、提
案者の技能等に対して定量的に評価することができる。
【０１１６】
　また、上述した実施形態によれば、提案者の映像は、５秒以上１分以内であることが望
ましく、より好ましくは５秒以上３０秒以内である。これにより、データの増大を抑制し
た上で、定量的な評価結果Ｒを容易に実現することが可能となる。
【０１１７】
　また、上述した実施形態によれば、提案者がプレゼンテーションに用いる言語は任意で
あり、いかなる言語を用いた場合においても、定量的な評価結果Ｒを実現することが可能
となる。即ち、対象情報Ｄは、提案者が母国語又は多言語を用いたプレゼンテーションに
基づいて生成されてもよい。
【０１１８】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、１人又は複数の提案者のプレゼンテ
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ーションの映像や、企業紹介等に基づいて生成されてもよい。即ち、プレゼンテーション
の映像には、提案者が撮影されていなくてもよい。
【０１１９】
　また、上述した実施形態によれば、例えば提案者が複数回（例えば毎日、毎週等）のプ
レゼンテーションを継続実施できるようにしてもよい。この場合、プレゼンテーション毎
に異なる対象情報Ｄを生成するほか、複数のプレゼンテーションを一括した対象情報Ｄを
生成してもよい。
【０１２０】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者が数カ月～数年かかる
世界冒険の資金や支援を目的としたプレゼンテーションの映像に基づいて生成されてもよ
い。
【０１２１】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者がアスリート、又はア
スリートの支援者であり、アスリートとして必要な資金の調達を目的としたプレゼンテー
ションの映像に基づいて生成されてもよい。
【０１２２】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者が資金以外の支援依頼
又は提供を目的としたプレゼンテーションの映像に基づいて生成されてもよく、資金以外
の支援として、例えばキャッシュ、クレジット、電子マネー、ポイント、及び仮想通貨の
少なくとも何れかが用いられるほか、例えば人的支援、教育支援、技術指導等でもよい。
【０１２３】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者が空いている時間の副
業探し、仕事探し、又は人的支援の依頼を目的としたプレゼンテーションの映像に基づい
て生成されてもよい。例えば、プレゼンテーションの映像として、「引越しを手伝います
」「買い物に同行します」「街歩きのガイドをします」「ファッション相談に乗ります」
「ヒマつぶしに付き合います」「何でも気軽に話しましょう」等の具体的な実施内容の説
明に基づく映像が用いられてもよい。また、プレゼンテーションの映像として、蕎麦やピ
ザ等の出前をする旨の内容の説明に基づく映像が用いられてもよい。
【０１２４】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者が介護、看病等の人的
依頼又は提供を目的としたプレゼンテーションの映像に基づいて生成されてもよい。
【０１２５】
　また、上述した実施形態によれば、提案情報Ｄは、例えば商品の売買を目的としたプレ
ゼンテーションの映像に基づいて生成されてもよい。
【０１２６】
　また、上述した実施形態によれば、提案情報Ｄは、例えば提案者が行きたい場所や泊ま
りたい場所の見積の取得を目的としたプレゼンテーションの映像に基づいて生成されても
よい。
【０１２７】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、提案者との時間の交換、時間の売買
を目的としたプレゼンテーションの映像に基づいて生成されてもよい。
【０１２８】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者がベビーシッター等の
定期依頼のような人的依頼又は提供を目的としてプレゼンテーションの映像に基づいて生
成されてもよい。
【０１２９】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者が支援したい人、サー
ビス、又はシステム等に対する支援を目的としたプレゼンテーションの映像に基づいて生
成されてもよい。
【０１３０】
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　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄは、例えば提案者の演技、演奏等のパフ
ォーマンスをプレゼンテーションとした映像に基づいて生成されてもよい。この場合、提
案者は、例えば集客又は資金援助を目的として対象情報Ｄを生成する。
【０１３１】
　また、上述した実施形態によれば、提案者毎に取得した評価結果Ｒの数値に基づき、仮
想通貨等のように提案者間で自由に数値を取引できるようにしてもよい。例えば、評価結
果Ｒの数値が高い提案者が、評価結果Ｒの数値が低い提案者に対して、評価結果Ｒの数値
を譲渡、貸付、預入等を実施できるようにしてもよい。また、提案者の評価結果Ｒの数値
に基づき、他の提案者の売り出し評価を購入し、一時的に手持ちの評価結果Ｒの数値がマ
イナスとなっても、一定期間内に補充、充当、精算等ができるようにしてもよい。
【０１３２】
　上記において、例えば評価結果Ｒの数値が極端に高い提案者が存在する場合、数値の流
動性を見込めない可能性がある。このため、その提案者が数値を他の提案者又はユーザに
譲渡できるようにしてもよい。この場合、例えば提案者は、所有する数値の分野と同等の
市場価値を有する分野における提案者に譲渡することができる。
【０１３３】
　また、上述した実施形態によれば、プレゼンテーションの映像、対象情報Ｄ、及び評価
結果Ｒの少なくとも何れかを、他のユーザが保有する端末（他のユーザ端末）に送信して
もよい。このとき、提案者のユーザ端末２と、他のユーザ端末との間における双方向通信
を実現してもよい。なお、提案者のユーザ端末２及び他のユーザ端末の数は、任意である
。
【０１３４】
　また、上述した実施形態によれば、例えば対象情報Ｄに対して、評価結果Ｒのポイント
とされた部分を確認することができ、例えばテキスト形式で確認することができる。この
ため、提案者が容易にプレゼンテーションの改善を行うことが可能となる。
【０１３５】
　また、上述した実施形態によれば、対象情報Ｄに対して、他のユーザがコメントをする
ことができる。また、提案者が他のユーザのコメントに対して返答することもできる。こ
のため、プレゼンテーションの映像特有の臨場感を活かすことができる。また、例えば提
案者を支援する他のユーザの名前等を、提案者がプレゼンテーションの映像に含めること
ができ、提案者と他のユーザとの間における親密度を向上させることが可能となる。
【０１３６】
　また、上述した実施形態によれば、プレゼンテーションの映像として、洋服、装飾品、
家具、食品、家、土地、不動産等の商品のほか、例えばインターネット上の個人情報（例
えばFacebook（登録商標）等に用いられるアカウント）に対する売買や賃借に関する内容
に基づく映像が用いられてもよい。例えば洋服に関するプレゼンテーションの映像が用い
られた場合、商品の生地の質感や、着心地、サイズ感など、実際に商品が手元にないと分
からない情報についても、他のユーザが確認することもできる。なお、評価支援システム
１００を介して、商品の売買や賃借を支援することもできる。
【０１３７】
　また、上述した実施形態によれば、提案者がプレゼンテーションの映像を撮影する日程
や内容の告知を、他のユーザに報知することができる。このため、他のユーザは、プレゼ
ンテーションの映像及び評価結果Ｒに基づき、興味のある提案者のプレゼンテーションの
映像を見逃すことなく確認することが可能となる。また、ユーザが提案者に興味がある場
合には、対象情報Ｄの取得を予め希望することもできる。
【０１３８】
　また、上述した実施形態によれば、例えば予め実施されたゲームやクイズ等を勝ち抜い
た提案者のみの対象情報Ｄを取得し、他のユーザに送信できるようにしてもよい。この場
合、予め選別された提案者の対象情報Ｄのみが、他のユーザに提供されるため、対象情報
Ｄの質を向上させることが可能となる。
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【０１３９】
　また、上述した実施形態によれば、特定の専門分野に精通した複数の提案者同士のプレ
ゼンテーションの映像が用いられてもよいほか、チーム、集団、組織、法人等の特定され
た複数の提案者同値のプレゼンテーションの映像が用いられてもよい。このため、様々な
分野における対象情報Ｄに対しても、定量的な評価結果Ｒを取得することができる。
【０１４０】
　また、上述した実施形態によれば、プレゼンテーションの映像として、事業投資に関す
る内容が用いられてもよい。このため、他のユーザが、評価支援システム１００を介して
事業投資の判断を検討することができる。
【０１４１】
　また、上述した実施形態によれば、プレゼンテーションの映像として、製造のアウトソ
ースの委託又は受託に関する内容の説明に基づく映像が用いられてもよい。このため、複
数の企業におけるプレゼンテーションの映像に基づく定量的な評価結果Ｒを取得すること
ができ、委託先の企業等を容易に選定することが可能となる。
【０１４２】
　また、上述した実施形態によれば、他のユーザが、関心のある分野を選定し、選定され
た分野における提案者のプレゼンテーションの映像等を取得できるようにしてもよい。ま
た、提案者のプレゼンテーションの映像等を取得したあとに、付加サービスを備えてもよ
い。例えば他のユーザが関心のある社会課題を選んだ場合、社会課題の中には支援や病児
支援などが存在する。その社会課題に基づいてプレゼンテーションの映像等のグループ分
けが行われ、他のユーザが興味のあるグループに寄付をすることができる。
【０１４３】
　また、上述した実施形態によれば、プレゼンテーションの映像として、例えば他の提案
者を推薦する内容に基づく映像が用いられてもよい。このため、プレゼンテーションの内
容を定量的に評価する評価結果Ｒに加え、提案者が他の提案者に支持されている度合いを
確認することができる。
【０１４４】
　本発明の実施形態を説明したが、各実施形態は例として提示したものであり、発明の範
囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その他の様々な形態で実
施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、置き換え、変
更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に含まれるとと
もに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる。
【符号の説明】
【０１４５】
１　　　　　：評価支援装置
２　　　　　：ユーザ端末
３　　　　　：サーバ
４　　　　　：公衆通信網
１０　　　　：筐体
１１　　　　：取得部
１１ａ　　　：質問部
１１ｂ　　　：追加部
１２　　　　：評価部
１３　　　　：更新部
１４　　　　：出力部
１５　　　　：入力部
１６　　　　：情報ＤＢ
１００　　　：評価支援システム
１０１　　　：ＣＰＵ
１０２　　　：ＲＯＭ
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１０３　　　：ＲＡＭ
１０４　　　：記憶部
１０５　　　：Ｉ／Ｆ
１０６　　　：Ｉ／Ｆ
１０７　　　：Ｉ／Ｆ
１０８　　　：入力部分
１０９　　　：出力部分
１１０　　　：内部バス
Ｓ１１０　　：取得手段
Ｓ１１０ａ　：質問手段
Ｓ１１０ｂ　：追加手段
Ｓ１２０　　：評価手段
Ｓ１３０　　：出力手段
Ｓ１４０　　：更新手段

【要約】
【課題】提案者のプレゼンテーションの内容を定量的に評価できる評価支援システム及び
評価支援装置を提供する。
【解決手段】利用者限定のネットワーク４を介して提案者のプレゼンテーションの内容を
評価する評価支援システム１００であって、前記提案者のプレゼンテーションの映像に基
づいて生成された対象情報Ｄを取得する取得手段Ｓ１１０と、予め取得された過去の対象
情報、前記過去の対象情報の評価に用いられた参照情報、及び、前記過去の対象情報と前
記参照情報との間における３段階以上の連関度が記憶された参照データベースと、前記参
照データベースを参照し、前記対象情報Ｄと、前記参照情報との間における３段階以上の
第１連関度を含む評価情報を取得する評価手段Ｓ１２０と、前記評価情報に基づき評価結
果Ｒを生成し、前記評価結果Ｒを前記提案者の保有する端末２に送信する出力手段Ｓ１３
０と、を備えることを特徴とする。
【選択図】図１
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【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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